
　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

1

2

3 下層植生の発生状況

4 公益的機能の向上

5

（３頁のとおり） 6 森林所有者の意識

Ｐ－０１

水源かん養などの機能を数
値的に出すということは、学
術的に覆される恐れがある
ため、慎重にやっていただき
たい。
下層植生の導入状況につい
て、モニタリングを林業セン
ター以外にも広げて欲しい。
団地がどれだけできたかは
人工林にとって大きな要素。

・事業対象となった森林所有
 者にアンケートを実施し、事
 業の有効性、満足度、今後
 の期待等を調査する。

・事業対象となった森林所有
 者にアンケートを実施し、事
 業の有効性、満足度、今後
 の期待等を調査する。

　評価項目案　②　１、
３、７により対応。
　将来にわたる長期の評
価については、本委員
会の範疇外としたい。

委 員委 員

・主なアンケート内容案は、
 事業内容の認知度、事業内
 容の理解度、進捗状況の認
 知度・理解度等

　評価項目(案)の中の林況変化は具
体的には何をさしているか。たとえ
ば、間伐により広葉樹の進入が促進
されたなどのデータ入手は可能か（い
くつかの事業実施林分での追跡調
査・モニタリングの実施の検討）。

森林所有者で
は整備が困難
な森林を公的
に整備すること
により、森林の
有する公益的
機能を持続的
に発揮し、県
民の安全、安
心、快適な生
活に資する。 　事業対象となった森林所有者に対

し、今回の間伐の有効性、問題点等
を聞き取る必要がある。特に問題点
は修正可能であれば次回の実施に
反映できるのではないかと思われる。
また、簡易林道の可能性も行政側で
検討してほしい。

　この事業を通してできた地域のネッ
トワーク、活動組織なども評価項目に
加えてはどうか。

　併せて、事業
実施後の下層植
生の発生状況を
継続的に調査
し、その効果をＰ
Ｒし、県民に見え
る形で事業を進
め、県民の理解
度や意識の変化
による評価も行
う。特に都市部
の県民に事業の
進捗状況をわか
りやすく周知す
る。

・　県全体の整備率
　(他事業含む)

・　下層植生の導入

・　林況変化

・　公益的機能

・　県民の理解、意識

・　森林所有者意識

・　事業進捗の都市部で
　の認知度

委 員

委 員

　ターゲット別に評価する。森林所有
者、都市住民がメインターゲット。

森林の整備
（人工林）

間伐面積
15,000ha

全体計画

・間伐全体の計画面積に対す
 る達成率（事業面積）で評価
 する。

・発生状況は森林・林業技術
 センターによる実態調査、定
 点写真観測により把握する｡

　森林（人工林）
の整備事業にお
いては、林業活
動では整備が困
難な人工林の間
伐を行うこととし
ており、既存の
他事業による整
備も含めた県全
体の整備面積を
面的にとらえ、整
備率により評価
する。

評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））

委 員

・事業計画に対する達成率
（事業面積）で評価する。

他事業を含む県全体の整備
率

区　分 事業目的等
評価項目案①

（平成21年度第4回委員会
（3月23日））

委 員 　間伐事業の対象となった所有者に、
思いや満足度、今後の政策に対する
期待などを尋ね、次の政策やアクショ
ンに有効につなげることができるよう
望む。

対応案

　下層植生導入のモニタ
リング調査は森林・林業
技術センターに限定して
いるわけではなく、実施
していただける団体等が
あれば協力していきた
い。

　ご指摘のとおり、目的
を整理した。
　ご意見を踏まえ、市町
村等との打合会をとおし
て意見の把握に努めて
いく。

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

委 員 　人工林の間伐は、目的で
はなくて手段だ。目的と手段
をもう一度確認してほしい。
　事業を実際に現地でやっ
てみえる方だとか、実際に県
から委託を受けて実施した
地元の自治体の担当員と
か、そういった方達の意見が
生の評価だと思う。

あいち森と緑づくり事業計画
に対する達成率

事業に対する県民の理解、意
識をアンケートで把握（以下、
各事業及び事業全体で実施）

・アンケートの聴取手法は、
 県政モニター、県政世論調
 査､パブリックコメント等､県
 の既存の意見聴取システム
 を利用する。

・（岡山県の評価を参考に、）
 二酸化炭素吸収機能、水源
 かん養機能、土砂流出防止
 機能について､数値等を用い
 てわかりやすく示すとともに、
 その評価額も考慮する。

・下層植生の発生状況を評価
 する。

　森林所有者には、認知度、有効性、
意欲、事業スキームの問題点やなぜ
応募しないかの理由を聞く。

　間伐事業の実施地において、所有
者及び関係する行政、森林組合等に
よる事業に対する意見を集約する。

　また、公益的機
能の評価につい
ては、先進の導
入県の状況を参
考としつつ、既
存の調査研究の
成果等も活用し
進めていく。

　間伐を実施したからといって、整備
率100%ではないはずです。
　第一ステップとしては、100%かもしれ
ませんが、整備する最終目標に到達
したわけではありません。
　ちゃんとステップがわかるような（整
備のロードマップに沿った）表記が必
要だと思います。

委 員

　都市住民には、認知度、効果、必要
性等を聞く。

委 員

　評価項目案②　６、７に
より対応。
　関係者の意見聴取に
ついては、市町村との打
合会をとおして意見の把
握に努めていく。

　評価項目案②　５、６に
より対応。

　愛知県の将来に向け
ての森林整備の方針に
ついては、　別途､「愛知
の森林づくり」により対応
したい。

対　応

　評価項目案②　３、６、
７により対応。

　評価項目案②　６によ
り対応。
　簡易林道は、作業道と
して対応済み。

　評価項目案②　６によ
り対応。

アンケート調査の内容に
ついては、委員からのご
教示を願い、３年目(平
成23年度)中にとりまと
めを行う。

公益的機能の評価額に
ついては、国とも調整を
図る。

資料－２



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

1 7

2

3

(追加検討すべき項目案)

1

2

1

2

1

2

3

4 定点写真観測

Ｐ－０２

森林の整備
（人工林）

事業対象林地と実施林地、さら
に、本事業の対象となっていない
が、整備が必要な人工林の地図
（県全体で達成状況がわかる）表
現

その他波及効果

・雇用効果（設計上の人工
 数、森林整備事業体への
 アンケート等）

・森林所有者境界の明確化
 （筆数、境界延長、面積等）

・団地の設定（団地数、面積
 等）

・間伐材の利用状況

・林況変化

・事業進捗の都市部での認
 知度

　ご意見をふまえ、実施
箇所を地図に表現し、実
施状況がわかるようにし
ていきたい。

　既存資料を活用すると
ともに、環境活動・学習
推進事業等と連携して
いきたい。

委 員

木と森林と木材と私たちの暮らし
を分かりやすく解説した、副読本、
パンフレット、テキストの作成と、こ
れを活用した環境学習活動の推
進

委 員

委 員

事業実施に伴う、他地域へ波及
効果や、森林組合間の間接的な
影響についても、評価・追跡でき
ればと考える。

森林組合の意識

委 員

所有森林境界の明確化

生態系の変化

本事業による整備面積（他事業は
含まない）

　評価項目案②　７によ
り対応。

間伐材の利用・処分の状況

　「・下層植生の導入」→「下層植
生の導入（種多様性調査）」

事業フレームに対する当該市町
村および地元山林所有者・森林
組合等からの意見や改善点アン
ケート

生態系の変化について、なんらか
の評価をすべきと考える

あいち森と緑事業報告シンポジウ
ムの開催（テーマ例：森林の役割
と都市・人工林管理と木材資源利
用など）

　評価項目案②　１、７に
より対応。

　評価項目案②　３、７に
より対応。

　先進県では、４年又は
５年目に実施しており、
同様な時期に開催を検
討したい。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

委員 1 　間伐面積 7,500ha 1 1 1 　事業実施面積 1 　事業実施面積 1 1
2 2 2

2 (経年変化を見る内容)
2 　下層植生の状況 2 　生物生息調査

　　(植被率・種数） 3
3 　土壌の状況 　同左

　主幹の肥大生長 2
3 　樹冠長比率

3 　団地設定数・面積 3 　団地設定数・面積

区　分 事業目的等 全体計画 評価項目に対する考え方等 評価項目案 ご意見 対応案

ご意見

区分 ５年後の目標 １０年後の目標 ２０年後の目標
５年後の目標に １０年後の目標に ２０年後の目標に

評価の手法
対する評価項目 対する評価項目 対する評価項目

森林の整
備
（人工林）

　15,000haの間伐を終
了する

　循環林以外の人工
林は全て施業が必要
ない状況になっている

　事業実施林分に対
する検証の結果、そこ
から得られた知見が、
事業対象林分以外の
施業に生かされている
か

　サンプルによる林分
調査　４・５年目のサンプル

調査で事業実施地の
90％以上が植被率
50％を超えている

　事業実施林分のサン
プル調査

　事業実施林分のサン
プル調査　８年目までに実施し

た林分のサンプル調
査で、90％以上の事
業地で50％以上の植
被率

　森林の持つ多面的
機能の全８項目におい
て2009年よりも良好な
状況を生み出している

　団地形成内容に関
する情報収集、分析　全体の約70％の面

積に対応する団地が
形成されている

　森林の持つ多面的
機能の全８項目におい
ての状況をチェックで
きる体制を整える

　全ての人工林が団地
で管理される

Ｐ－０３



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

1

2 利活用状況

・活動団体の増加数

3

1

2

4

（６頁のとおり）

Ｐ－０４

・　利活用状況

・　整備・利活用事例集

・　個々の整備目的に対
　する達成度

・　利活用の広がり

・　県民の理解、意識

・植生の増加や開花促進等の
 状況について、活動団体によ
 る調査結果により把握する。

・市町村や地域の活動団体へ
 のアンケートにより調査する。

・一般等からの参加者数によ
 り評価する。

あいち森と緑づくり事業計画
に対する達成率

委 員

委 員

委 員

委 員

　評価項目案②　２によ
り対応。

　評価項目案②　２、３に
より対応。

　里山に限らず、森と緑づくりに関わ
る組織・活動団体のデータベースの
作成（今後の情報提供や参加の呼び
かけなどに利用）。組織等の連携強
化や情報発信の拡充。

　人工林も同様であるが、特に里山林
については各地でNPOやボランティ
ア団体が活動している。実際に作業
をしている団体もあれば、野鳥の会な
ど里山を利用している団体もある。ど
のくらいの団体が関与しているのか全
般的な調査を行い、彼らからの聞き取
りを実施し、問題点を明らかにする必
要がある。県民の里山に対する理
解、意識も把握できるのではないか。

ＳＥＡを取り入れた里山林再生整
備アセスメントを実施する。

提案型里山
林整備
30箇所

里山林健全
化整備
1,200ha

　さらに、整備前
後の状況や活動
を事例集等によ
り、県民にわかり
やすく伝え、里
山林整備への理
解を深める必要
がある。

　事業をなるべくわかりやすく「見える
化」する必要がある。

委 員

　NPOなどで森林整備していても、団
塊の世代をつかうボランティアであり、
またその運営をしているNPO自体で
すら、ボランティアになりがちです。予
算が無くなったら終わってしまうという
状態では、次の一手が打てません。
整備したことでお金が稼げるように
なった（環境学習の場となり助成金を
もらえるようになったとか）など、把握
できると良いのではないでしょうか。

委 員

　一部の参加団体から地域に広がる
ようにさらにPRをし、利活用の増進を
図る。

委 員

森林の整備
（里山林）

　手入れ不足の
里山林再生のた
めの森林整備、
簡易工作物設置
を行うこととして
いる。
　里山林は、そ
の地域ごとの活
用方法により整
備の方法は様々
であり、それぞれ
を同一の手法で
評価することは
課題があり、事
業地毎に地域の
活動実績、地域
への波及効果等
で評価する。

　手入れが行
き届かず、放
置された都市
近郊の里山林
について、生
活環境の保全
や災害の防
止、生物多様
性などの公益
的機能の発揮
とともに、県民
協働による保
全活用や環境
学習での活用
など新しい
ニーズに応え
ていく。

　森をつくるには時間がかかります。
しっかり目標像（完成図）を明記した
上で、その年度ごと（ロードマップに対
する）目標に達しているのかどうかを
把握しないと数値が曖昧になるような
気がします。

里山林再生
整備
42箇所

各事業は、毎年ＰＤＣＡサイクルを
実施し、評価による見直しを継続
して行う。

　活動がそのものの持続性を調査項
目もいれてみてはいかがでしょうか。

アンケート調査の内容に
ついては、委員からのご
教示を願い、３年目(平
成23年度)中にとりまと
めを行う。

・主なアンケート内容案は､事
 業内容の認知度、事業内容
 の理解度、進捗状況の認知
 度・理解度等

・アンケートの聴取手法は､県
 政モニター、県政世論調査、
 パブリックコメント等、県の既
 存の意見聴取システムを利
 用する。

・事業計画に対する達成率
 （箇所数、面積）で評価する。

・各事業地の活動団体から年
 度毎の活動状況の報告を し
 てもらい、活動回数や持続性
 等を評価する。

個々の整備目的に対する
達成度

事業に対する県民の理解、
意識をアンケートで把握

　評価項目案②　２、３に
より対応。

　評価項目案②　１によ
り対応。
　将来にわたる長期の評
価については、本委員
会の範疇外としたい。

　事例集を発行し、多く
の方々に実施状況をお
知らせすることにより、み
える化を図っていきた
い。
　事例集で紹介していき
たい。

　

県の事務事業評価で対
応済み。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

1

2

3

4

5

(追加検討すべき項目案) 

1

2

1

2

3

4

5

Ｐ－０５

定点写真観測

事業フレームに対する当該NPO、
市町村からの意見や改善点アン
ケート

体験活動件数

委 員

下層植生の再生・育成状況（種多
様性標準地調査等）

　評価項目案②　２、４に
より対応。

　評価項目案②　３によ
り対応。

　対象地を利活用した、体験活動の
実施件数の把握。および、県民の意
識変化を継続的に見ていく必要があ
る。

あいち森と緑づくり事業による里
山林めぐりガイドﾌﾞｯｸづくりと配布

関連地元市民活動団体相互の
ネットワーク組織（（仮称）あいち森
と緑づくり里山ファンクラブ等の発
足支援）

里山林と私たちの暮らしを分かり
やすく解説した、副読本、パンフ
レット、テキストの作成と、これを活
用した環境学習活動の推進

複層林への移行などの林況変化
状況（事業実施後の下層植生の
発生状況、複層林化等を継続的
に調査し、県民に見える形で事業
を進め、県民の理解度や意識の
変化による評価も行う）

　先進県では、４年又は
５年目に実施しており、
同様な時期に開催を検
討したい。

　利活用状況を、事例集
等を通じて、お知らせし
ていきたい。

参加者数

あいち森と緑事業報告会シンポジ
ウムの開催（テーマ例：里山林管
理と生物多様性など）

里山の変化（林況変化）の把握

除伐材の利用・処分の状況

森林の整備
（里山林）

事業対象林地と実施林地、および
手入れが行き届いていない里山
林の地図（県全体で達成状況が
わかる）表現

委 員

委 員

委 員 植生の増加や開花促進は、
自生花木が里山林整備の
結果、増えてきたとか再生し
てきたというのは、確実な評
価軸となると思う。

委 員 評価項目案②　３により
対応。

　既存資料を活用すると
ともに、環境活動・学習
推進事業等と連携して
いきたい。

　実施箇所を地図に表
現し、実施状況をわかり
やすく表現することとした
い。

　評価項目案②　２、３に
より対応。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

委員 1 1 1 1 1 1 1 　継続的モニタリング
2 　生物生息調査

2 2 2 2 3

2 2
・相対照度の変化 同左
・利用状況
（入り込み、収穫など）

区　分 事業目的等 全体計画 評価項目に対する考え方等 評価項目案 ご意見 対応案

ご意見

区分 ５年後の目標 １０年後の目標 ２０年後の目標
５年後の目標に １０年後の目標に ２０年後の目標に

評価の手法
対する評価項目 対する評価項目 対する評価項目

森林の整
備
（里山林）

　箇所数・面積で、目
標の半数を超える

　箇所数、面積ともに
目標を超える

　天然林のうち、里山
利用可能な林分につ
いておおかたの整備
が手がけられている状
況

　事業実施箇所数・面
積

　事業実施箇所数・面
積

　里山利用を目的とす
る全ての森林におい
て、必要とする継続的
施業の体制が整えら
れているか

　各事業地ごとに整備
計画を立て、生物多様
性の状況、参加者数
による波及度、森林利
用頻度などの指標に
おける目標を設定し、
進捗状況をチェックす
る

　各事業地での計画
目標を達成することで
成果を充実させ、さら
に他の里山にも働きか
けようという機運をつく
る

事業実施林分全ての
モニタリング調査

事業実施林分全ての
モニタリング調査

　県民による利用状況
（入り込み）調査

・生物数、種類数の変
化　里山空間における森

と人との共生の関係に
おいて、ほぼ循環サイ
クルが成立している状
況をつくる

　各事業地において、
森と人の共生関係の
内容がどの程度まで充
実しているか

・その他、事業地ごと
の計画による

Ｐ－０６



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

1

　
実

2 施策実施市町村数

3

委 員

1

4 優良な緑化件数

2

（９頁のとおり）

Ｐ－０７

・　緑化活動参加者など
　の理解、意識

・　施策実施市町村数

・　市町村における緑化
　に関する独自の取組の
　展開度

・　優良な緑化件数

　都市緑化のＳＥＡを導入し、緑の
都市計画を推進する。

質の高い都市緑化を推進する
ため、優良な緑化のケースを
選定し、事例集などの形で取
りまとめ、ＰＲすることにより、
緑化の質の向上に努め、その
件数の把握、評価を行う。

委 員

　市町村の取り組みをしっかり把握し
つつ、指導できる体制がとれると良い
と思います。

　コスモスを植えて、手伝ってくれる人
が増えて、街から沢山の人が来るよう
になった。というデータが仮にでても、
それは生物多様性を考えたとき、望
む姿ではないはずです。

委 員 　緑化の質を把握する必要性がある
のではないでしょうか。

委 員 　取り組みの展開度とは具体的に何
をさしており、どのようなﾃﾞｰﾀにより評
価するのか(独自の取り組み件数?)。

　また、都市の緑
化は量的な拡大
とともに質的な向
上を図ることも必
要であるため、そ
の視点での評価

も行う。

緑化活動参加者などの理解、
意識

緑化活動の参加者を対象に
アンケートを実施、緑化に対
する意識変化について把握、
評価する。

実施する市町村を経年的に把
握し、県内への広がりを把握
評価する。

これまで、各市町村において
は、生垣や保存樹に対する助
成など取り組まれているが、
市町村によって助成制度のメ
ニューなどにバラツキがある
のが現状である。
そこで、左欄にも記述したよう
に、この事業を契機に、助成
制度など市町村が取り組む緑
化に関する施策が充実される
ことを目指す。
よって、市町村における緑化
の助成制度などについて、各
市町村毎の取組項目のマト
リックスを作成し、どのように
拡大するかを把握、評価す
る。

美しい並木
道再生
24箇所

都市緑化推
進事業

身近な緑づく
り
60箇所

緑の街並み
推進
460箇所

　緑化推進の
必要性の県民
理解

　都市の緑化を
促進するために
は、県民参加に
よる緑化推進の
必要性を県民に
理解していただ
くことが大切であ
るため、本事業
による都市緑化
への意識の変化
等についての把
握、評価を行う。

委 員 　実施した事業のモニタリングを行う
必要がある。緑化後の樹林の生育等
についての報告も必要ではないか。
その結果、生育等に問題があれば、
土壌改良も事業に含めることも検討で
きないか。判断するには最低2､3年の
期間が必要であるのではないか。

県民参加緑
づくり
600回

委 員 　市町村の取り組みのレベルによって
この事業の広がりに大きな差が出てく
るので、県とし実態を調査しながら積
極的に市町村を指導していく。

　都市の緑の
保全・創出

　次に、事業目
的にある都市の
緑の保全・創出
を図るためには、
公園など公有地
の緑化だけでな
く、市街地の多く
の部分を占める
民有地の緑化が
特に重要である
ことから、基礎自
治体である市町
村が重要な主体
となるため、本事
業の取組に加
え、市町村独自
施策の展開や広
がりなど、この事
業を契機として、
市町村の緑の課
題に対応した緑
化の取り組みに
波及していくこと
が重要であると
考える。そこで、
その展開の度合
いを評価すること
を視点に置くも
のである。

委 員 植木を植えるのは良いが、
野草とか草のことを論外視さ
れているので、草も緑化の
一つであるから、草に対する
評価というものを、少し頭に
入れておいていただきた
い。

評価項目案②　３により
対応。助成制度の他、植
樹祭や講演会など市町
村における緑化に関す
る独自の取組件数を把
握し、評価したい。

今後、モニタリングにつ
いて、その内容などの検
討したい。土壌改良につ
いては、現在の制度の
中でも交付対象となって
いるので、植樹前に必要
に応じて実施されるよう、
市町村とヒアリング等の
場で調整したい。

市町村における緑化に関する
独自の取組の展開度

評価項目②　２、３により
対応。施策実施市町村
数や独自の取組の展開
度（件数）を把握して、評
価していき、これらを市
町村にＰＲすることにより
さらなる向上に繋げてい
きたい。

評価項目案②　４により
対応。

県民参加緑づくり事業で
は、ビオトープづくりも対
象としており、昨年度、
今年度それぞれ1箇所
づつ行われる予定。

委 員 　事業をなるべくわかりやすく、「見え
る化」する必要がある。

県民参加緑づくり事業の
参加者へのアンケートを
実施するにあたっては、
大人に限定することなく
幅広く意見をお伺いした
いと考えている。

県民参加緑づくり事業が10
年間の全体計画で600回だ
が、是非、高校生の世代に
も能動的な関わりを経てから
アンケートを取るということ
も、大人ばかりでなく、次世
代を担う世代にも評価の重
要性ということで、巻き込ん
でいただけたらと思ってい
る。

戦略的アセスメントにつ
いては大規模事業を対
象として考えられた制度
であり、当事業には馴染
まないと考える。但し、Ｓ
ＥＡの評価にある教育的
効果などは、園庭の芝
生化などを題材にして評
価に組み入れることがで
きないかなど検討をした
いと思っている。

参加者数等の実績把握
の他、意識調査等につ
いては、評価項目案②
１により対応。

委 員 　ＳＥＡを取り入れた地域緑化アセ
スメントを実施する。単なる緑化率
ではなく、住民参加度や住民から
の評価（特に緑の多面的な効用
のうち、精神的効用、心理・精神
的効用、教育的効用、社会的効
用）、ヒートアイランド低減効果を
指標に入れ、量と質、自然環境と
社会環境への影響を評価する。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

1

2

3

4

5

(追加検討すべき項目案)

1

2

3

4

5

Ｐ－０８

　県民参加の緑づくり活動の実績
と参加者数

　団体招介支援・ネットワーク支
援・奨励制度

　事業事例集づくりとパンフレット
等による広報

　優良緑化地区の・表彰制度・ＰＲ

市町村の政策に与えた影響

　民有樹林地の公有地化実績

委 員

　花壇・公園・街路樹愛護団体等
組織づくりの推進

委 員

　民有地緑化事例集・助成制度・
緑化の手引き書づくり

　市町村のまちづくり、緑化政策に与
えた影響について調査し、達成度に
対する意識を評価すべきと考える。

　県民参加緑づくりへの参加者数

　事業フレームに対する当該市町
村、ＮＰＯ、地元市民からの意見
や改善点アンケート

　緑化活動団体数・活動延べ人数

都市緑化推
進事業

委 員

委 員

　都市緑化面積の実績、累積

評価項目案②　４により
対応。
また、組織づくりの推進
や団体紹介支援などに
ついては、検討したい。
実際、市町などからの問
い合わせがあった場合、
事例紹介などは行って
いる。

事業実績報告書より、県
民参加緑づくり事業への
参加者数を把握したい。

評価項目案②　３により
対応。

事業主体が市町村であ
ることから、市町村との担
当者会議や要望ヒアリン
グの場を通じて、意見や
改善点について聞き取
り、その対応を検討して
いきたい。
また、各事業の実績に
ついては、事業実績報
告書により、参加者数な
どを把握していきたい。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

委員 1 1 1 1 1 1 1 　参加者アンケート
2 　県民意識調査

2 2 2 3
2

3 3 3

3

4

4
5

5

区　分 事業目的等 全体計画 評価項目に対する考え方等 評価項目案 ご意見 対応案

ご意見

区分 ５年後の目標 １０年後の目標 ２０年後の目標
５年後の目標に １０年後の目標に ２０年後の目標に

評価の手法

都市緑化
推進事業

　事業箇所数、回数で
全体計画の半数を超
える

　事業箇所数、回数で
全体計画を達成する

　都市緑化に対する県
民の意識が高まり、行
政と県民（市民）の協
働による、市民主体の
運動が常態化している
状況

各都市を基盤にして、
県下全体の緑被率を
１％？上げる

　2018年に県民意識
調査を実施し、2010年
における数値を100％
上げる

　県下全体の緑被率を
２％？上げる

　意見交換の場におけ
る内容把握

対する評価項目 対する評価項目 対する評価項目
　緑化活動への参加
者数

　緑化活動への参加
者数、意識レベル

　本事業にとらわれな
い幅広い発想からの、
行政と県民(市民）協働
による市民主体の緑化
活動の状況把握

　緑に関する県民意識
調査

Ｐ－０９

　緑に関する県民意識
調査

　緑化に関する県民意
識調査を2010年と
2013年に実施し、設定
数値を50％上げる

　各市による独自施策
の成果が具体的に表
われている状況　各市による独自施策

が出揃う 　市民主体による独自
の緑化活動事例数を
100％増やす

　市民全体による独自
の緑化活動事例を
50％増やす

　市民全体による独自
の活動事例数、内容

　市民主体による独自
の活動事例数、内容



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

・　県民の理解・意識 1

1

2

2

3

1

2

3

4

(追加検討すべき項目案) 

1

2

Ｐ－１０

　参加希望団体の数も重要。市民
の主体的な参加は、事業趣旨に
合致する。そのニーズに応えるべ
く、部署別の縦割り・硬直的な予
算配分ではなく、予算の拡大も必
要。担税する一般市民の参加こそ
が、最大の普及啓発となる。

　活動の内容や種類の多様性

事業実施団体を通じて実施す
る参加者アンケートにより把
握する。

県民の理解・意識（波及効果）

交付金交付事業（団体）数

交付金を交付した事業（又は
NPO、市町村等の団体）数で
評価する。

　自主的環境保全活動・環境学習
の実施支援

　団体活動招介支援・ネットワーク
支援・奨励制度

委 員

　そして、この市民活動の助成が
「新しい公」の担い手育成となり、
愛知の森林環境税による革新的
効果といえる。税による森林リノ
ベーションには限界がある。市民
の意識をあげ、市民参加による都
市山村交流を促進し、放置林の
所有者を覚醒させ、山村地域の
住民を活性化する地道なムーブメ
ントを創ることが不可欠。

　参加者数が指標ではない。受け
身の参加者数を競っても仕方ない
ので、「住民参加」のレベルを高い
次元にあげる企画を評価する。

　多様な主体
による自発的
な活動の推進

　効果に関して
は、もう一つの事
業目的である
「森と緑を社会全
体で支える機運
の醸成」に照ら
し、森と緑が持つ
公益的機能など
の重要性に対す
る「県民の理解・
意識」の向上度
合いを評価項目
とする（事業実施
団体を通じて実
施する参加者ア
ンケートにより把
握）。

環境活動・
学習推進事
業

　森と緑を社会
全体で支える
機運の醸成

交付金交付
事業数
300事業

　参加した主体・団体などの数

　県民や地域と
の協働による取
組の広がりに向
けた「多様な主
体の参加」という
事業目的を踏ま
え、事業の進捗・
実績を定量的に
評価できるものと
して「交付金交
付事業数」を選
定した。

　事業事例集づくりと広報

なお、社会活動推進課
（あいち協働ルールブッ
ク）の評価シートでは、評
価・点検項目が、①目
的・目標の共有、②相互
理解、③守秘義務など
であり、交付金申請時及
び中間検査並びに実績
報告時に審査しており、
評価シートの内容は十
分に取り組んでいる。

事業数とか参加団体数であ
るとかいうとりまとめをしてい
ただいているが、これはもっ
と色々な手法があると思って
いる。社会活動推進課と連
絡を取り合って、良いところ
を上手く引き出していただき
たい。

委 員

　県民や既存団体等多様な主体
への企画提案募集

　教育委員会と連携し、森林をフィー
ルドとした学校での環境学習の件数、
場所等をまず、アンケート等により把
握する必要があるのではないか。

評価項目案②　１により
対応。

なお、参加希望事業（団
体）数はこれまでも公表
しており、より多くの参加
者が得られるよう、事例
集の作成や結果報告会
の開催、参加募集の広
報に努めていく。
　また、レベルの高い企
画が提案・実施されるよ
う、募集要領に定めた評
価基準（創造性・発展
性、波及効果、地域性
等）に従って事業を選定
していく

評価項目案②　２により
対応。
　本項目については、参
加した団体を通じて実施
するアンケートにより把
握する。

委 員 　県民がどのように森づくりを理解し、
そして今度どうしたらよいと考えている
のか。というように、質を問う評価が必
要なのではないか。

委 員

委 員

委 員

委 員



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

(1)

1

2

3

4

Ｐ－１１

　環境保全活動・環境学習活動の
実績と参加者数

　交付金交付事業に関係した
NPOや団体のその後の動向や波
及効果、発展した事業などについ
て、調査を行うことも必要と考え
る。

委 員

　里山林保全活動面積の実績、
累積

　交付金交付事業に関係した企
業のその後の動向や波及効果、
発展した事業などについて、調査
を行うことも必要と考える。

環境活動・
学習推進事
業

委 員

　緑化活動団体数・活動延べ人数

　事業フレームに対する当該ＮＰ
Ｏ、市町村からの意見や改善点ア
ンケート

関連事業やNPOの意識

(2)

なお、結果報告会を通
じ、改善すべき点など幅
広く意見を聴取するとと
もに、事業実施後の動
向等についても必要に
応じて把握するなど、経
年的な評価も重要である
と考えている。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

1

2 養成技術者の従事状況

3

4

5 事故発生数

6 その他関連

技能取得者数

(追加検討すべき項目案) 

Ｐ－１２

・　養成技術者の従事状
　況

・　森林整備従事者数

・　カリキュラムに対する
　受講者の意見

委 員 研修に技術者を派遣した森林
整備事業体へのアンケート調
査

　森林整備に対する養成技術者の成
長度合いや技術的レベルについて、
専門家による評価を行う。

　カリキュラム、修得した技術が現場
作業で役に立ったかなどの意見を数
年後に聞取り調査、アンケートで確認
してはどうか。

　森林整備技術者養成の数だけでは
なく、その後の森林整備事業への就
労についても丁寧な追跡調査が不可
欠である。

委 員

　養成技術に関するカリキュラムを受
講したことで、どいういうメリット、ディメ
リットがあったのか。

委 員

　就労の実態を調査し、評価する。本
スキームの課題や、根本的な森林整
備の業務形態の課題も洗い出した
い。

事故発生率の減少で評価す
る。

県下全体の森林整備従事事
業者数

作業が困難な公道沿いで間
伐が実施された延長

森林整備技
術者養成事
業

委 員

　また、受講者の
意見等を今後の
研修に反映させ
ていく。

　民間・個人も含めた技術者派遣のし
くみづくりと広報

　そしてその技術がどう仕事に活かさ
れているのかを把握。

養成技術者のレベルの把握

　県側が望む技術養成者像（理想像）
とは？それにどこまで近づいたのか。
という調査でも良いと思います。

委 員

委 員

委 員

　中間調査として導入3年目頃に、カ
リキュラムに対する受講者の意見を把
握し、この結果を受けて手法の改良
を重ね、次の2年につなげていくことも
必要。

委 員　人工林整備
に従事するた
めに必要な技
術・技能を短
期間で習得さ
せる研修を実
施し、技術者
の確保育成を
進める。

養成技術者
数
200人

　あいち森と緑づ
くり事業（人工林
整備事業）の実
施に必要な人材
を育成することが
目的であるの
で、養成された
技術者の事業へ
の従事状況及び
その波及効果と
しての森林整備
従事者数等によ
り評価する。

　事業計画に対する達成率
（参加者数）で評価する。

あいち森と緑づくり事業計画
に対する達成率

　そもそも、林業が産業として成立し
ていないのに、職業としての就労が不
安定である。家族を扶養できる継続・
安定した収入をたんぽできる仕組みと
セットでないと評価できない。

　修得した技術者の現場での就業率
及びその技術が現場での作業でどの
ような効果があったかを具体的に調
査する。

アンケート調査の内容に
ついては、委員からのご
教示を願い、３年目(平
成23年度)中にとりまと
めを行う。

　評価項目案②　２によ
り対応。

　評価項目案②　３によ
り対応。

　評価項目案②　２によ
り対応。
　なお、森林整備のため
の技術者を養成すること
が目的であり、副次的に
産業の育成にも寄与す
ると考える。

　評価項目案②　３、４に
より対応。

　間伐は危険が伴う作業
であるため、森林整備入
札参加資格を持った事
業体が実施している。

　評価項目案②　３によ
り対応。

　評価項目案②　２、４に
より対応。

本事業に必要な技術
者を養成するものであ
り、評価項目案②　４で
対応。

受講者がどれだけ「あいち森
と緑づくり事業」に従事したの
かを調査し評価する。

カリキュラムや習得した技術
が現場で役に立ったかをアン
ケートにより調査する。

カリキュラム等に対する受講
者の意見の聴取

技術者の派遣が役立ったかど
うか等について意見を聴取す
る。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

1

2

3

1

2

3

4

4 製品数

1

2

3

Ｐ－１３

主なアンケート内容案は、事
業内容の認知度、事業内容
の理解度、進捗状況の認知
度・理解度等

アンケートの聴取手法は、県
政モニター、県政世論調査、
パブリックコメント等、県の既
存の意見聴取システムを利用
する。

事業のＰＲ

　製品の普及に伴い、製
造業者自らの工夫に期
待したい。

アンケート調査の内容に
ついては、委員からのご
教示を願い、３年目(平
成23年度)中にとりまと
めを行う。

学校用児童生徒用机・椅子デザ
インコンペの実施

取り扱い業者数、事業実施業
者数

　愛知県産の間伐による、商品の販
売ルート（どこで買えるのか）がみえて
いない。

産業振興策として適切かの評価
が必要。

　愛知県産の間伐材での販売数（何
があるのか商品の数、販売店舗数と
か、生産量）を把握。また、間伐材の
製品づくりをバックアップした事業の
数でも良いと思います。まず、愛知県
行政の中で、何を、どれだけ、どこの
部署で使ったのか把握してはいかが
でしょうか。

委 員

委 員

そもそも木の香る学校づくり事業
自体が、意図不明。品質の良い木
製家具の社会的評価は既に確立
している。普及阻害理由は、価
格。産業として愛知林業が成立す
るための方策を検討すべき。需要
促進なら、庁内の事務家具を県産
材家具にするとか、企業のオフィ
ス什器や事務用品が県産材使用
の場合、税の減免をするとか、エ
コポイントを付加するなど産業労
働部や中経連等と検討しては。

意識調査の結果をどう活かせるの
か。マテリアルな製品としての評価
とコスト以外に課題はあるのか。消
費者やメーカーへのアンケートや
ヒアリングにより、市場競争力のあ
る製品をどう生み出すのかという
視点ではないのか。

一般家具材・装飾品への間伐材
利用アイデア・デザイン提案募集

県産の木材を活用した机・椅
子を製造、販売している業者
へのアンケート調査により、事
業への期待、改善点等を把握
する。

　児童、生徒及び教師への意識調査
において従来の机、椅子との違いを
明確にして、その上で森や緑に対す
る意識や波及効果を評価する。

・　児童、生徒及び教師へ
　の意識調査

・　県民、教育関係者意識

・　木材等利用の波及効
　果

　県産の木材を
活用することによ
り、森林整備の
意義や木材利用
の効果について
普及啓発をすす
めることが目的で
あり、その導入さ
れた机、椅子あ
るいは森や緑に
対しての意識や
波及効果等によ
り評価する。

委 員

委 員

児童・生徒、その親、教師、教
育関係者の理解、意識

導入校を中心にアンケートを
実施し、その意識、声を調査
する。

あいち森と緑づくり事業計画
に対する達成率

　県産の木材を活用する
ことにより、森林整備の
意義や木材利用の効果
について普及啓発をす
すめることが目的。本事
業により副次的に産業
の育成にも寄与するもの
と考える。

　県産の木材を活用した
机、椅子の製品情報を
HPで公開している。

委 員

児童・生徒用
机・椅子の県
産材製品導
入数量
70,000ｾｯﾄ

木の香る学
校づくり推
進事業

　県内産材木の製品化は結構なことと
思うが、その数量的なものを評価する
だけではなく、デザインについて調査
研究することが必要である。

　評価項目案②　２によ
り対応。

　製品の普及に伴い、製
造業者自らがデザインに
様々な工夫をしていくも
のと考えている。

　評価項目案②　２、３に
より対応。

　県内の森林
（人工林）の整
備を進めてい
くためには、県
民に対して愛
知県産木材を
利用することの
理解を深め
て、積極的に
愛知県産木材
を利用するよう
に促し、県民
全体で森林を
支える気運を
盛り上げてい
く。

学校での木製家具使用そのもの
は大いにやるべしで結構。

委 員

事業計画に対する達成率（導
入セット数）で評価する。

事業に対する県民の理解、意
識をアンケートで把握

製造、販売取り扱い業者

　各関係者に意識を問うことにより、森
林整備の必要性に対する理解と意識
が、さらに向上できる。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

(追加検討すべき項目案)

1

2

Ｐ－１４

県産材を扱う木材生産企業への
意見や改善点アンケート

　県産の木材を活用し、製造・販売事
業に従事した事業者の意識調査を行
うことも必要と考える。

　評価項目案②　４によ
り対応。

一般県民に対する、間伐材・県産
材活用のアイデア募集

　評価項目案②　４によ
り対応。

委 員

委 員

木の香る学
校づくり推
進事業

事業従事者の意識



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

－ ・　県民の理解・意識 1

　

2 ＰＲの状況

1

3 事例集の作成

2

1

Ｐ－１５

　アンケートの聴取手法は、県
政モニター、県政世論調査、
パブリックコメント等、県の既
存の意見聴取システムを利用
し、より多くの県民から意見を
いただき、その結果を評価す
る。

　毎年度、事業内容や実績を
わかりやすく、ＨＰやリーフレッ
ト等により公表し、認知度を向
上させる。

　県の事務事業評価で
対応済み。

委 員 評価制度は、本来、事業計画段
階から計画と一体的に整備される
もの。
個別事業の選考基準に評価指標
を組み入れる必要がある。
PDCAサイクルを実施主体と作成・
公開し、事業評価すべき。特に、
定量的な評価が困難な事業は評
価指標を選考基準に盛り込み、や
りっ放しにならないようにする。

ＰＲの年度毎の実施状況を公
表する。

　毎年度事業の実績の中か
ら、他の参考となる事例をピッ
クアップし、事例集を作成す
る。

　評価作業そのものが税のアピール
になる、貴重な場でもあると認識して
いる。

森と緑づく
り事業全体

　できる限り広範で、精度の良いアン
ケートになるような工夫が必要。可能
ならば、専門業者に委託するのも一
つの選択肢かと思う。また、県の既存
の意見聴取システムを利用することも
検討する。

委 員

　県民に対して本事業で具体的にど
のような事が行なわれているかという
ことを分かりやすく広報する。　その次
に県民の意識や理解度についてアン
ケートを実施する。

　どうゆうものが県民に対して理解を
得る一つの政策、施策なのかを検討
していただきたい。

委 員

　県民共有の
財産である森
や緑を次の世
代に健全な状
態で引き継ぐ

　「県民の理解・意識」の向上度合
いについては、県政モニターの利
用やイベントなどの機会を効果的
にとらえ、広くアンケートを実施す
べきと考える。

　「県民の理解・意識」に対するア
ンケートの実施は、中間調査とし
て導入3年目頃に行い、この結果
を受けて手法の改良を重ね、次の
2年につなげていくことが必要と考
える。

　この事業というものの有効性をどう県
民にアピールするかということが重要
であって、目標といっても逆にいうと、
数量を出していくということがわかりや
すいようで、実はそれがみえてこない
という部分が県民にとってはあるので
はないか。

委 員

・　事業及び事業進捗の
　認知度

　評価項目案②　１によ
り対応。

　事業が実施されてまだ期間的に評
価するのは難しいが、これまでの実績
を県民に公表し、その方向性に理解
を得ることが必要だと考えられる。そ
のためにはこの事業で実施されるイ
ベントに参加あるいは参画している県
民にモニターになることを依頼し、随
時意見を聴取することが考えられるの
ではないか。

　評価項目案②　１、３に
より対応。

委 員

　森や緑に対す
る県民の意識や
本事業への県民
の理解が重要で
あるため、事業
の内容や進捗状
況をわかりやすく
県民の皆様へ伝
える必要がある。

　「県民の理解・
意識」の向上度
合いを評価項目
とする。（アン
ケート等により把
握）

　イベント等で定期的に事業
認知度等のアンケートを実施
し、その経年変化を評価す
る

アンケート調査の内容に
ついては、委員からのご
教示を願い、３年目(平
成23年度)中にとりまと
めを行う。

事業全体への県民の理解・意
識をアンケートで把握

　主なアンケート内容案は、森
林や緑の重要性の理解度、
税及び本事業の認知度、個々
の事業内容の認知度、事業
内容の理解度、進捗状況の
認知度・理解度等

　評価項目案②　１、３に
より対応。

　評価項目案②　１によ
り対応。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

　
(

（１７頁のとおり）

1

2

3

4

(追加検討すべき項目案)

Ｐ－１６

　比較の視点は、熟度に応じて変わ
る。初期段階では、認知度を重点的
に調査し、ターゲットのセグメントを行
い、属性的に認知率、認知経路、到
達度等をクロス集計、分析し、課題に
対して効果的な対策を実施する。

パブリックコメント、アンケートの実
施と分析・公表

事業間で連携した取り組み
に関するスキームがいくつで
きたのかを評価項目に入れ
ると良いと思う。

 県民への広告効果に対するアンケー
トをとる予定なのでしょうか？

　逆に、県民の理解度や意識度をあ
げることが重要なので、パンフレットを
配布したり、イベントなどで森税のパ
ネルなど広告しているときに、理解
度、意識度のアンケートをとるなど目
的にあわせた実施が望まれると思い
ます。

 例えば、COP10がらみのイベントや、
川づくりなどのイベント、講演会、食
フェスタなどで後援なりの形で森と緑
税の話をちょっとして欲しいと主催者
に伝えたりしたのでしょうか？パンフ
レットをそういうときに配布するとか・・

　今までに、どれだけの広告をしたの
かが不明確では、県民の理解度や意
識を図るのは難しいと思います。PRの
やり方良くないのか、単にPRが少ない
のか、それとも、県民の理解度や意識
が低いのか・・

委 員

地図・図表による、事業全体目標
と各年度の事業進捗実績の分かり
やすい広報

2 地域の緑化事業事業計画につい
ては、戦略的アセスメントを導入
し、複数地点との比較評価や住民
参加を行う。

委 員

分かりやすい「あいち森と緑づく
り」税および事業パンフレットの配
布

パンフレット、リーフレットの配布と
ＨＰ配信

委 員

　導入5年目は、今後の政策に向けて
の意見や要望を、広く県民から聴取
することができることを望む。

委 員 今後の政策に対する要望

委 員

委 員

森と緑づく
り事業全体

仕組みを変えていくことも評
価軸に入れたい。

　事業間で連携した取り
組みについては、評価
項目案②　３の事例集を
とおして、紹介していき
たい。

　評価項目案②　１によ
り対応。

　評価項目案②　１によ
り対応。

　評価項目案②　１、３に
より対応。

　評価項目案②　１、３に
より対応。

　将来にわたる長期の評
価については、本委員
会の範疇外としたい。



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

委員 1 1 1 1 　県民アンケート
2

2
3

3
2 4 　提案を出すしくみ

4

区　分 事業目的等 全体計画 評価項目に対する考え方等 評価項目案 ご意見

ご意見

区分 ５年後の目標 １０年後の目標 ２０年後の目標
５年後の目標に １０年後の目標に ２０年後の目標に

評価の手法
対する評価項目 対する評価項目 対する評価項目

森と緑づく
り事業全体

　事業の内容や進捗状
況をわかりやすく県民に
伝えるためのしくみを充
実させる

　事業の成果について、
評価のための県民による
積極的な議論が展開さ
れ、次の１０年のための
施策が具体化できる状況
を生み出す

　森林に関しての、現時
点で課題とされている事
柄はひととおり解決され
ている状態を実現する

　事業内容に関する認
知度

　事業内容に関する理
解度

　本事業の範囲にかか
わらず、森林やみどり
に対する施策や活動
がモデル県として評価
されるための手立てが
打たれているか

　県民世論調査(意識
調査）　事業内容に関する理

解度
(事業成果について、
県民の半数以上の賛
成評価を得る)

　意見交換会など意見
発表の場　事業の進捗状況に

関する認知度 　前向きな提案等が充
実し、次の10年に関す
る議論が充実している
か

　前向きな提案等の提
出件数

Ｐ－１７

対応案



　　評　　価　　項　　目　　の　　検　　討　　に　　つ　　い　　て

全体計画
評価項目作成の
ための考え方等

平成21年度第4回委員会（3月23日）までの
ご意見

評価項目案②
（平成22年度第1回委員会

（5月24日））
区　分 事業目的等

評価項目案①
（平成21年度第4回委員会

（3月23日））
対応案

評価項目案②に対するご意見
（5月24日以降）

対　応

その他 1

－ － － － －

2

3

4 COP１０でのPRの実施

Ｐ－１８

　今回、ご議論いただく
評価をもとに実施してい
きたい。

　事例集を発行するな
ど、積極的に公開してい
きたい。

　先進県では、４年又は
５年目に実施しており、
同様な時期に開催を検
討したい。

　１０月に、白鳥公園会
場、愛地球博記念公園
会場で出展予定としてい
る。

中間評価の実施（事業等の進捗
状況の確認と問題点の整理）

事業の県民・住民向けの報告会
の開催

事業の進捗状況や成果などをまと
めた中間報告書の作成

委 員


